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特記仕様書（建築改修） 

 

Ⅰ 工事概要 

１ 工事名称   富山県総合福祉会館災害復旧その２工事  

２ 工事場所   富山市安住町          地内    敷地面積       3,022.17 ㎡ 

都市計画区域 用途地域 防火地域 

内 （市街化区域 ☐市街化調整区域 ☐その他） 商業、近隣商業地域 準防火地域 

 

３ 建物概要 

構造 階数 建築面積 延べ面積 

S、SRC、RC 造 地下 2 階地上 7 階 2,592.04 ㎡  13,358.18 ㎡ 

建築物の用途(建築基準法） 最高高さ 最高軒高さ 居室床高さ 

事務所、宴会場 48.80m 31.00m cm 

屋根仕上 断熱アスファルト防水 

外壁仕上 複層ガラス DPG 構法、アルミカーテンウォール 

耐火建築物等の別 ☐耐火建築物  ☐準耐火建築物（☐イ ☐ロ-1  ☐ロ-2）  ☐その他 

耐震安全性の分類 

（官庁施設の総合耐震・対津

波計画基準） 

構造体 ☐Ⅰ類 ☐Ⅱ類 ☐Ⅲ類  重要度係数 ☐1.5 ☐1.25 ☐1.0   

建築非構造部材 ☐A 類（出入口扉除く） ☐B 類  

建築設備 ☐甲類 ☐乙類 

基礎形式  垂直積雪量 m 

地盤の設計長期許容支持力度 kN/㎡ 

４ 工事範囲   

    ・雨漏り等により被害が生じた箇所の内部改修工事   ・高層棟吸音壁改修工事  

    ・シール打替工事   ・４階庭園改修工事                              

５ 中間検査の有無 無 ☐有（                         ） 

 

Ⅱ 工事仕様 

１ 共通仕様 

(1) 図面及び特記仕様に記載されていない事項は、全て国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共

建築工事標準仕様書（建築工事編）令和 7 年版」（以下「標仕」という。）及び「公共建築改修工事標

準仕様書（建築工事編）令和 7 年版」（以下「改修標仕」という。）による。 

(2) 電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び機械設備工事はそ

れぞれの特記仕様書を適用する。 

２ 特記仕様 

(1) 項目は、番号左に印の付いたものを適用する。 

(2) 特記事項は印の付いたものを適用する。 

印の付かない場合は、印のついたものを適用する。 

 

1-1 章 一般共通事項 1 

項目 特記事項 

1 工事実績情

報の登録 

適用する （「工事カルテ受領書」の写しを提出）  
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2 下請関係の

適正化 

本工事を下請けに付す場合は､「建設工事の下請関係の適正化に関する留意事項」を遵

守すること。 

3 個人情報の

取扱い 

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-48 個人情報取扱特記事項による。 

4 環境への配

慮 

建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると

共に、次の①から④を満たすものとする。 

①合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、

塗料、仕上げ塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少

ない材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を

使用する。 

②接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を

使用する。 

③接着剤は可塑性（フタル酸ジ-ｎ-ブチル及びフタル酸ジ-２-エチルヘキシル等を含有し

ない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。 

④ ①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデ

ヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用し

たものとする。 

5 材料の品質

等 

(1)本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質

及び性能を有するものとする。 

(2)商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同等品を使用

する場合は監督員の承諾を受ける。 

(3)標仕に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定する工法

とする。 

(4)本工事に使用する材料のうち、(5)に指定する材料の製造業者等は、次の①から⑥の事

項を満たすものとし、この証明となる資料（外部機関が発行する証明書の写し）を監督員

に提出して承諾を受ける。ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合はこの限りで

ない。 

①品質及び性能に関する試験データを整備していること。 

②生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。 

③安定的な供給が可能であること。 

④法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。 

⑤製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。 

⑥販売、保守等の営業体制を整えていること。 

(5)製造業者等に関する資料の提出を求める材料 

床型枠用鋼製デッキプレート、鉄骨柱下無収縮モルタル、無収縮グラウト材、乾燥式保

護材、既調合モルタル、既調合目地材、ルーフドレン、吸水調整材、錠前類、クローザ

類、自動扉ドア機構、自閉式上吊り引戸機構、重量シャッター、軽量シャッター、オーバ

ーヘッドドア、防水剤、現場発泡断熱材、フリーアクセスフロア、可動間仕切、移動間仕

切、トイレブース、天井点検口、床点検口、グレーチング、屋上緑化システム、トップライ

ト、ポリマーセメントモルタル、鋳鉄製ふた 

6 地場産品の

優先使用等 

地場産品の優先使用 

受注者は、工事に使用する資材等について、品質が水準以上であり、かつ価格が適正

である場合には県内地場産品（建設資材又は製品等で、県内で最終製造工程が施さ

れたもの又は県内に本社・本店を置く取扱業者から調達したものをいう。）を優先使用す

るものとする。 

県内企業の優先選定等 

受注者は、工事に係る下請契約又は資材等納入契約を締結する場合には、当該契約

の相手方は富山県内に本社・本店を置くものの中から選定するよう努めなければならな

い。 

7 発生材の処

理等 

発生材は構外搬出処分とし、その費用も含め元請業者自らの責任において適正に処理

するものとする。 

舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する
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切断機械等により回収し、適正に処理する。 

☐現場説明書による 

運搬、処分委託契約書の提示 

マニフェスト管理一覧表の提示 

マニフェスト（A 票、B2 票、D 票、E 票）の提示 

☐引渡しを要するもの（                 ） 

☐再利用を図るもの（                  ） 

☐特別管理産業廃棄物の種類（              ） 

☐同上処理方法（                    ） 

☐分別を図るもの（                   ） 

☐再資源化を図るもの（                 ） 

☐8 解体工事等 

 

☐再資源利用計画書等の提出 

☐建設リサイクル法対象工事 

☐特定建設資材廃棄物の種類：     

☐再資源化施設の場所：      

9 電気保安技

術者 

適用する 

 

☐10 監督員事

務所 

☐設ける（規模：   m2 程度）                     

☐   

11 工事用水 構内既存の施設 利用できない ☐利用できる（有償 ☐無償） 

12 工事用電力 構内既存の施設 利用できない ☐利用できる（有償 ☐無償） 

13 工事用仮設

物 

構内設置 できる ☐できない 

14 施工機械 「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-34 環境対策に記載の排出ガス対策型建設機械

及び低騒音型・低振動型建設機械を使用するものとする。 

15 現場代理人

の工事現場に

おける常駐を要

しない期間 

次のいずれかに該当し、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、工

事現場における常駐を要しない期間として取り扱う。 

(1)契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまで

の期間 

(2)工事の全部の施工を一時中止している期間 

(3)上記に掲げる期間のほか、工事現場において作業等がおこなわれていない期間 

16 主任技術者

又は監理技術

者の専任を要し

ない期間 

 次のいずれかに該当し、かつ、その期間が書面により明確となっている場合について

は、専任を要しない。 

(1)請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間 

(2)自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している

期間 

(3)工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事

務手続、後片付け等のみが残っている期間 

(4) (1)又は(2)に類した理由で、工事が不稼働である期間 

(5)橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作の

みが行われている期間 

17 安全教育・

訓練の実施 

 労働安全衛生法等に基づき行う日々の安全教育のほか、すべての作業員を対象に、工

事現場に即した安全教育・訓練等を、月当たり半日以上の頻度で実施するものとする。 

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-30 工事中の安全確保 

18 調査・試験

に対する協力 

公共工事労務費調査等の対象工事となった場合は、監督員の指示により必要な協力を

しなければならない。(富山県土木工事共通仕様書 1-1-1-14) 

☐本工事は、工事費積算のより一層の適正化を図ることを目的とした「共通費実態調査」

の対象工事である。作成した調査票は監督員に提出すること。 

19 工事特性・

創意工夫社会

性等の実施 

受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、ま

たは地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完成時までに

「富山県請負工事成績評定要領」第 4 第 7 項に定める様式により提出することができる。 

20 暴力団関係

者から不当な介

受注者は、本工事を施工するに当たり、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合

は、断固としてこれを拒否し、不当な介入があった時点で速やかにその旨を監督員に報告
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入を受けた場

合の措置 

するとともに、警察に届け出なければならない。また、下請業者に対しては、暴力団関係者

から不当な介入を受けた場合には速やかにその旨を報告するよう指導し、下請業者から

報告を受けた受注者は、速やかにその旨を監督員に報告するとともに、警察に届け出なけ

ればならない。 

21 低入札とな

った場合におけ

る技術者の増

員等 

１ 入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者が受注者となった場

合における技術者の配置については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

めることによる。 

(1)建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられる工事の場合 

専任配置が義務付けられている技術者とは別に、同法の規定により監理技術者の配

置が義務付けられる工事にあっては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工

事にあっては主任技術者になり得る資格を有する者を１人、専任にて配置するものと

する。この場合において、これらの工事に配置する技術者は、受注者と３ヶ月以上の

雇用関係がある者に限る。 

(2)建設業法の規定により技術者の専任配置が義務づけられていない工事の場合 

同法の規定により配置が義務付けられている技術者を、専任にて配置するものとす

る。 

２ １の(1)により別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、監理技術者等と同様

の職務を行うものとする。 

３ 入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札した者が受注者となった場合 

  下記試験項目の試験頻度を２倍とする。 

工  事 試験項目（「標仕」項目） 

地業工事 ☐ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸの根固め液及び杭周囲固定液の管理試験（4.3.4） 

☐ｽﾗﾝﾌﾟ、空気量、塩化物量、強度試験（4.5.4） 

鉄筋工事 ☐圧接完了後の試験（5.4.10） 

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ☐ｽﾗﾝﾌﾟ、空気量、塩化物量、強度試験（6.9.2）（6.9.3）（6.9.4）

（6.9.5） 

鉄骨工事 ☐溶接部の試験（7.6.12） 

☐ｽﾀｯﾄﾞ溶接後の試験（7.7.6） 

ﾀｲﾙ工事 ☐接着力試験（11.1.7） 

金属工事 ☐アンカー施工後の確認試験（14.1.3） 

舗装工事 ☐CBR、締固め度、厚さ、切取り、抽出試験（22.2.5）（22.3.5）

（22.4.6） （22.5.6）（22.6.6）（22.7.6） 
 

☐22 総合評価

方式関係 

受注者は、実際の施工に際しては、事前に提出し適正とされた技術資料（技術提案書

又は簡易な施工計画）の内容を履行すること。 

受注者は、事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載した配置予定技術者

を配置しなければならない。 

上記２項目を履行できない場合及び受注者が事前に提出した総合評価方式に係る技

術資料に記載した内容に虚偽の報告があった場合においては、富山県公共工事総合

評価方式試行要領に基づき工事成績の減点（標準型においては、工事成績の減点及

び違約金の徴収）をすることがある。 

☐本工事は「登録基幹技能者の配置」を活用した試行工事であり、受注者は、下記工種

において登録基幹技能者を配置する場合は、あらかじめ施工計画書により、登録者情

報や配置予定期間、作業内容等を発注者に報告することとし、配置予定期間及び完成

検査時において、発注者による履行の確認を行うこととする。なお、履行が確認できな

い場合、富山県公共工事総合評価方式試行要領に基づき工事成績の減点をすること

がある。 

  対象工種   ☐○○工  ☐●●工   ☐△△工  

☐この工事は「下請負契約における県内企業の活用」を評価の対象とした試行工事であ

る。施工時 及び完成検査時において、発注者による履行の確認を行うこととする。な

お、受注者の責に帰すべき理由により、入札時の申請に反して、施工時に県内企業の

活用ができなかった場合には、工事成 績評定点を３点減点する。 

☐23 専任特例 2

号の監理技術

本工事において、建設業法第 26 条第 3 項第 2 号の規定の適用を受ける監理技術者

（以下、「専任特例 2 号の監理技術者」という。）の配置を行う場合は、以下の(1)から(9)の
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者及び監理技

術者補佐の配

置 

要件を全て満たさなければならない。 

(1)建設業法第 26 条第３項第 2 号による監理技術者の職務を補佐する者（以下、「監理

技術者補佐」という。）を専任で配置すること。 

(2)監理技術者補佐は、１級建築施工管理技士補及び１級建築施工管理技士等の国家

資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理

技術者補佐の建設業法第 27 条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例 2 号の

監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。 

(3)監理技術者補佐は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

(4)同一の専任特例 2 号の監理技術者を配置できる工事は、同時に２件までとする。た

だし、同一あるいは別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複す

る複数の請負契約に係る工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物

等に一体性が認められるもの（当初の請負契約以外の請負契約が随意契約により締

結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一つの工事とみなす。 

(5)兼務する工事が専任特例 2 号の監理技術者としての職務を適正に遂行できる範囲

内にあること。なお、範囲については、工事現場が同一の土木センター、事務所管内

にあること。 

(6)専任特例 2 号の監理技術者が兼務できる工事は、24 時間体制での応急処理工や

緊急巡回等が必要な工事以外の工事でなければならない。 

(7)専任特例 2 号の監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及

び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければならない。 

(8)専任特例 2 号の監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であ

ること。 

(9)監理技術者補佐が担う業務について、明らかにすること。 

本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務することとなる場合、上記(1)から(9)

の事項について確認できる書類を提出すること。 

本工事において、専任特例 2 号の監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合

又は配置を要さなくなった場合は適切にコリンズ(CORINS)への登録を行うこと。 

24 完成図等 

 

着工時製本       （☐原図版  部  縮小版 A3 版３部 ） 

完成図製本（黒表紙） （原図版 １部  縮小版 A3 版２部 ） 

完成図ＣＡＤ及び PDF データ   （ＣＤ－Ｒ等 １ 部 ） 

☐施工図  

☐保全に関する資料 

25 工事写真 写真種別 撮影箇所数 提出規格 拡張子 構  成 備考 

着工前写真 適正数 L 版程度 

(3 枚/頁) 
PDF 

着工前と完成を対比したもの 

☐完成写真のみ（新築の場合） 
デジタルカメ

ラは 130 万～

300 万画素 

完成写真 適正数 

施工中写真 適正数 － JPEG － 
 

26 施工図等の

取扱い 

施工図等の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものとす

る。 

27 電子納品 電子納品対象工事       

以下の示す書類を電子納品の対象とする。 

工事写真  ☐施工計画書  ☐完成図(CAD 及び PDF データ)   ☐参考図(ラスター

データー)  

28 快適な仮設

トイレの設置工

事 

本工事は、建設現場をより働きやすい環境に改善するため、受注者が希望すれば、快

適に使用できる仮設トイレ（洋式ﾄｲﾚ・快適ﾄｲﾚ）を設置することができる工事である。 

快適な仮設ﾄｲﾚの設置工事の実施にあたっては、『「快適な仮設ﾄｲﾚの設置工事」につ

いてのお知らせ』によるものとする。このお知らせは、下記富山県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから入手で

きる。 

（https://www.pref.toyama.jp/1510/sangyou/nyuusatsu/koukyoukouji/kj00017588.html） 

29 週休 2 日工

事 

週休２日工事の実施にあたっては、「週休２日工事（営繕工事）試行要領」（令和８年４月

富山県土木部）に基づくものとする。この試行要領は、下記富山県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから入手

できる。 
(https://www.pref.toyama.jp/1508/kendodukuri/toshikeikaku/kenchiku/kj00021742.html) 

週休２日工事【発注者指定型】 
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本工事は、発注者が週単位の週休２日（土日完全週休２日）の実施を受注の条件とする

ものである。 

30 猛暑による

作業不能日数

について 

本工事は、猛暑による作業不能日数を下記のとおり見込んでいる。 

１ 作業不能日数：０日 

２ 上記１は、環境省が公表する以下の  印を付した観測地点における WBGT 値（気

温、湿度、日射・輻射を考慮した暑さ指数）過去５年分（2021 年～2025 年）について、

本工事の工期に対応する期間（富山県の休日を定める条例（平成元年富山県条例第１

号）に定める行政機関の休日及び夏季休暇（３日）を除く。）において、８時から１７時の

間に WBGT 値が３１以上となった時間を算定し、８で除して日数に換算したもの５年分

を平均したものである。 

☐北陸地方 富山県の「朝日観測所」   ☐北陸地方 富山県の「魚津観測所」 

北陸地方 富山県の「富山観測所」   ☐北陸地方 富山県の「上市観測所」 

☐北陸地方 富山県の「八尾観測所」   

☐北陸地方 富山県の「伏木観測所」   ☐北陸地方 富山県の「氷見観測所」 

☐北陸地方 富山県の「砺波観測所」   ☐北陸地方 富山県の「南砺高宮観測所」 

 

３ 気象状況により工期中に発生した猛暑による作業不能日数（当該現場における定時の

現場作業時間において、環境省が公表する上記の観測地点における WBGT 値が 31

以上となり、かつ受注者が契約工事単位で全作業を中断し、又は現場を閉所した時間

を算定し、日数に換算したもの（小数点以下第一位を四捨五入する。））が上記１の日数

から著しく乖離した場合には、受注者は発注者へ工期の延長変更を協議することができ

る。 

☐31 余裕期間

制度 

☐フレックス方式対象工事 

(1) 本工事は、円滑な工事施工体制の確保を図るため、全体工期の範囲内で受注者

が工事の始期及び終期を設定することができる工事であり、富山県土木部所管建設

工事に係る余裕期間制度（ﾌﾚｯｸｽ方式）試行要領に基づき実施するものとする。 

(2) 工事の始期は、契約締結日の翌日から〇年〇月〇日まで、工事の終期は、〇年〇

月〇日までとする。 

(3) 受注者は、工事の始期後 14 日以内に施工計画書を発注者に提出するものとす

る。 

(4) 受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(CORINS)への登録については、工事の始期後 10 日

（休日を除く。） 以内に登録するものとする。 

(5) 受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するも

のとする。 

(6) 余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な

現地への立入り（工事着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとと

もに関係法令等に基づく必要な手続きを行うものとする。 

(7) その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事

に係る余裕期間制度（ﾌﾚｯｸｽ方式）試行要領によるものとする。 

☐発注者指定方式対象工事 

(1) 本工事は、出水期や厳冬期などにより工事期間や工事の始期が限定されるという

施工条件のもとで、円滑な工事施工体制の確保し、発注業務の計画的な履行と平準

化を図るため、全体工期内で発注者が余裕期間と実工期を指定する富山県土木部

所管建設工事に係る余裕期間制度（発注者指定方式）試行要領に基づき実施するも

のとする。 

(2) 工事の始期は、〇年〇月〇日とする。 

(3) 受注者は、工事の始期後 14 日以内に施工計画書を発注者に提出するものとす

る。 

(4) 受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(CORINS)への登録については、工事の始期後 10 日

（休日を除く。）以内に登録するものとする。 

(5) 受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するも

のとする。 

(6) 余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な
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現地への立入り（工事着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとと

もに関係法令等に基づく必要な手続きを行うものとする。 

(7) 低入札価格調査等により、発注者が指定する工事の始期以降に契約を締結するこ

ととなった場合には、余裕期間を適用しないものとする。 

(8) その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事

に係る余裕期間制度（発注者指定方式）試行要領によるものとする。 

32 ウィークリー

スタンス 

１ 建設関係企業の担い手確保や生産性向上のため、この工事は受発注者間の仕事の

進め方として、下記のとおり、ウィークリースタンスの取り組みに努めることとする。 

(1) 月曜日を依頼の期限日としない（マンデー・ノーピリオド） 

(2) 水曜日は定時に帰宅できるよう必要な対応を心掛ける（ウェンズデー・ホーム） 

(3) 金曜日に依頼しない（フライデー・ノーリクエスト） 

(4) 昼休みや午後５時以降の打合わせをしない（ランチタイム・オーバーファイブ・ノーミ

ーティング） 

(5) 定時間際、定時後の依頼をしない（イブニング・ノーリクエスト） 

２ この取り組みは、受発注者間の業務を進める上での姿勢を示したものであり、現場条件

や企業の方針等により曜日の変更等を行うことができるものとする。 

３ 災害発生時などの緊急対応については、上記の限りではなく、受発注者が協力して臨

機の対応を行うものとする。 

33 建設キャリ

アアップシステ

ムの活用 

１ 受注者が建設キャリアアップシステム（以下「ＣＣＵＳ」という。）を活用する場合、ＣＣＵＳ

活用に必要な現場経費の一部を設計計上する。 

２ 設計計上にあたっては、『「建設キャリアアップシステムを活用する工事における現場経

費の設計計上について」のお知らせ』によるものとする。このお知らせは、富山県土木部

建設技術企画課のホームページから入手できる。 
（ https://www.pref.toyama.jp/1510/kendodukuri/toshikeikaku/kenchiku/kj00040412.html） 

☐34 建設現場の

遠隔臨場に関

する試行工事 

本工事は、受発注者の移動時間の削減のため、「建設現場の遠隔臨場に関する試行

要領（令和８年４月富山県土木部）」の内容に従い、実施することができる。 

☐35 情報共有シ

ステム試行工事 

１ この工事は、情報共有システム試行の対象工事である。 

２ 試行工事の実施にあたっては、情報共有システム試行要領（令和８年４月 富山県土木 

部）に基づくものとする。この試行要領は、富山県のホームページの『情報共有システム 

についてのお知らせ』から入手できる。 

（https://www.pref.toyama.jp/1510/sangyou/nyuusatsu/koukyoukouji/kj00020236.html

） 

☐36 中東情勢の

変化等による建

設資材の流通

状況を踏まえた

設計変更 

１ 本工事は、ナフサを由来とする建設資材について、中東情勢の変化等により供給の偏

りや流通の目詰まりにより、入手が困難となっている資材（以下、「調達検討資材」)につ

いて、調達変更により必要となる経費（以下、「別途調達経費」）について、設計変更に

より計上する工事である。 

２ 調達検討資材は表-１とする。これにより難い場合は、監督員と協議するものとする。 

表-1 調達検討資材 

資材名 仕様・規格 

塗料 さび止め塗料、塗料用シンナー等 

防水材 アスファルト、シーリング等 

断熱材 押出法ポリスチレンフォーム等 

硬質ポリ塩化ビニル管 VP 管等 

構造用合板 フェノール樹脂接着剤を用いた材等 

  

 

３ 受注者は、次の①、②のとおり、調達検討資材について別途調達経費が必要となる場

合には、事前に監督職員に「調達検討資材に関する協議書」を提出し、協議するものと

する。 

ただし、迅速な対応が求められる場合には、口頭、ファクシミリ、電子メールなどで協議

することも可能とするが、事後、遅滞なく書面により協議するものとする。 

 ①調達検討資材の代替資材を調達した場合 
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 ②設計図書どおりの調達検討資材を調達するために、流通状況を踏まえた調達経費

が別途必要となる場合（受注者が流通経路を見直して調達した場合も含む） 

４ 設計変更に際し、受注者は、「調達検討資材に関する実施報告書」、調達時期、購入

単価が記載された実際の取引伝票、見積書、請求書等（以下「証明書類」という）の資料

を監督職員に提出する。 

５ 妥当性が確認された別途調達資材について設計変更の対象とする。受注者の責めに

帰すべき事由による増加費用については、設計変更の対象としない。 

６ 本運用による設計変更内容は、工事請負契約書第 25 条（スライド条項）の対象外とす

る。 

７ 疑義が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。 

 

1－2章 一般共通事項 2 

1 適用基準等 建築工事標準詳細図(国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修 令和４年改定) 

国土交通省大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイド

ブック建築工事編及び解体工事編 令和５年版」 

富山県電子納品運用ガイドライン（案）［建築工事編］（令和７年４月） 

☐建築物解体工事共通仕様書（令和４年版）・同解説 国土交通大臣官房官庁営繕部監

修（令和５年版） 

2 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。 

☐地区の区分に応じた風速（Vo(m/sec)）  ３０ ☐ 

☐地表面粗度区分   ☐Ⅰ  ☐Ⅱ  Ⅲ  ☐Ⅳ    

垂直積雪量    ｍ  積雪の単位荷重  30N/ｃｍ/㎡  多雪区域 

3 施工条件 施工時間、工程、安全対策、工事用道路、仮設設備等は監督員と協議する。 

4 建築材料等 本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定するもの又はこれらと同等以上のも

のとする。ただし、同等以上とする場合は、監督員の承諾を受ける。 

 使用する建築材料等に「富山県グリーン購入調達方針」で定めるものがある場合には、

それに適合するものとする。 

☐本工事で使用する下記の品目については、公共工事における富山県認定リサイクル製

品利用方針において優先利用グループに区分されている製品を利用する。 

 ただし、その製品の入手が困難な場合は、監督員と協議し、通常製品（新材で製造され

た製品）へ変更できるものとする。 

工種 品目 規格 

   

☐「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」に基づき、パイロット工事とし

て下記の製品を利用する。 

工種 品目 規格 製品名 

    
 

5 技能士等 適用工事種別 技能検定の職種 

仮設工事 とび作業 

土・地業工事 ☐ウェルポイント工事作業 

鉄筋工事 ☐鉄筋施工(☐鉄筋施工図作成作業  ☐鉄筋組立て作業) 

コンクリート工事 ☐型枠工事作業  ☐コンクリート圧送工事作業 

鉄骨工事 ☐とび作業 ☐鉄工（☐構造物鉄工作業 ☐構造物原図作業） 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALC ﾊﾟﾈﾙ 

押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事 

☐ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工事作業 

☐ｴｰｴﾙｼｰﾊﾟﾈﾙ工事作業 

防水工事 ☐ｱｽﾌｧﾙﾄ防水工事作業 ｼｰﾘﾝｸﾞ防水工事作業 

☐改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水工事作業 

☐塗膜防水工事作業（ ☐ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系 ☐ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系） 

☐ｼｰﾄ防水工事作業 （ ☐合成ｺﾞﾑ系 ☐塩化ﾋﾞﾆﾙ系） 

☐ｾﾒﾝﾄ系防水工事作業☐FRP 防水工事作業 

石工事 ☐石材施工(石張り施工) 



- 9 - 

タイル工事 ☐タイル張り作業 

木工事 ☐大工工事作業 

屋根及び樋工事 ☐内外装板金作業  ☐ﾀﾞｸﾄ板金作業  ☐かわらぶき作業 

金属工事 ☐鋼製下地工事作業 

左官工事 ☐左官作業  ☐樹脂接着剤注入工事作業 

建具工事 ☐ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業☐自動ﾄﾞｱ施工作業☐ｶﾞﾗｽ工事作業 

カーテンウォール工事 ☐金属製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事作業  ☐ｶﾞﾗｽ工事作業 

塗装工事 建築塗装作業 

内装工事 床仕上げ工事作業（☐ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ系ｶｰﾍﾟｯﾄ系☐木質系） 

ﾎﾞｰﾄﾞ仕上げ工事作業 

☐表具作業☐壁装作業☐吹付け硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱工事作業 

ユニット及びその他工事 ☐ｶｰﾃﾝ工事作業 

排水工事 ☐建築配管作業 

舗装工事 ☐溶融ﾍﾟｲﾝﾄﾊﾝﾄﾞﾏｰｶｰ工事作業☐加熱ﾍﾟｲﾝﾄﾏｼﾝﾏｰｶｰ工事作

業 

植栽及び屋上緑化工事 造園工事作業 

解体工事 ☐解体工事施工技士 

  
 

6 技術検査 土木部建築工事監督要領による。 

7 室内空気中の

化学物質の濃度

測定 

施工完了時に室内空気中の揮発性有機化合物等の室内濃度を測定し、厚生労働省が

定める指針値以下であることを確認し、報告書を提出する。 

 測定する箇所数：７箇所 

 測定箇所：３階社会福祉協議会事務室 3 箇所、3 階交流会議室 2 箇所、 

７階廊下（階段部） 1 箇所、1 階福祉ホール 1 箇所 

 室内濃度測定対象物質：ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン 

                 ☐パラジクロロベンゼン（学校施設の場合） 

 測定方法 

 ホルムアルデヒド その他の揮発性有機化合物 

採取 ジニトロフェニルヒドラジン 

誘導体固相吸着/溶媒抽出法 

固相吸着/溶媒抽出法 

分析 高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ） ガスクロマトグラフ法 

 採取法：パッシブ型採取機器により行う。 

8 設備工事との

取合い 

設備機器の位置、取合い等の検討できる施工図を提出し、監督員の承諾を受ける。 

9 設計ＧＬ 図示   ☐設計ＧＬ＝現状ＧＬ 

2 章 仮設工事 

項目 特記事項 

1 足場その他 内部足場 種別 脚立、足場板等  

外部足場 種別 枠組足場 くさび緊結式足場 ☐単管本足場 ☐（      ） 

外部足場の設置に当たっては、「「手すり先行工法等に関するガイドライン」につい

て」（厚生労働省 基発 1226 第２号令和５年 12 月 26 日）」の「手すり先行工法等に関

するガイドライン」の別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等の作業に関する基

準」における 2 の(1)手すり据置方式又は(2)手すり先行専用足場方式により行う。 

防護ｼｰﾄ等による養生 

設置する（養生ｼｰﾄ ☐ﾈｯﾄ状養生ｼｰﾄ ☐防音ｼｰﾄ ☐防音ﾊﾟﾈﾙ ☐    ） 

なお、出入口等の上部は必要に応じて防護棚を設ける。 

☐設置しない 

材料、撤去材等の運搬 ☐Ａ種 Ｂ種 ☐Ｃ種 ☐Ｄ種 ☐Ｅ種 

 2 既存部分の

養生（改修工事

の場合） 

既存部分の養生方法  ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等  ☐  

既存家具等の養生方法 ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等  ☐  

既存ブラインド、カーテン等の養生方法及び保管場所  ☐行う（図示）   

固定された備品、机・ロッカー等の移動  ☐行う（図示） 
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☐3 仮設間仕切

り（改修工事の

場合） 

仮設間仕切り等の種別 
種別 下地 仕上げ材(厚さ㎜) 充填剤（㎜） 塗装 

☐Ａ種 軽量鉄骨 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ（ 9.5☐   ） 厚さ（  ） 無し 

Ｂ種 ☐木造 ☐合板（９  ☐   ）  ☐片面 

☐C 種 ☐単管 ☐防炎シート  

仮設扉 木製扉 

☐ 

☐合板張り程度 ☐行う 

 (厚さ     ) 

無し 

☐片面 
 

3 章 防水改修工事 

☐ 1 アスファルト

防水 

種別 施工箇所 新規防水工法の種別 脱気装置 改修用ﾄﾞﾚﾝ 

保護

防水 

☐Ｐ１Ｂ  ☐Ｂ－１   Ｂ－２   

☐Ｐ１ＢＩ  ☐ＢＩ－１   ＢＩ－２ 

☐Ｐ２ＡＩ  ☐ＡＩ－１   ＡＩ－２ 

☐ＡＩ－３ 

☐Ｐ２Ａ  ☐Ａ－１   Ａ－２ 

☐Ａ－３ 

露出

防水 

☐Ｍ４Ｃ  ☐Ｃ－１   Ｃ－２ 

☐Ｃ－３   ☐Ｃ－４  

  

☐Ｐ０Ｄ ☐Ｍ３Ｄ  ☐Ｄ－１   Ｄ－２ ☐設ける ☐設ける 

☐ＰＯＤＩ ☐Ｍ３ＤＩ 

☐Ｍ４ＤＩ 

 ☐ＤＩ－１   ＤＩ－２ ☐設けない ☐設けない 

屋内 

防水 

☐Ｐ１Ｅ ☐Ｐ２Ｅ  ☐Ｅ－１    Ｅ－２   

B-1、B-2、BI-1、BI-2、D-1、D-2 の場合の工程２の種別 

  部分粘着層付ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ  ☐砂付あなあきﾙｰﾌｨﾝｸﾞ 

☐Ｅ－１の工程３を行う部位（貯水槽、浴槽等常時水に接する部分  ☐      ） 

改質アスファルトシート露出防水 熱工法 
改修工法の種類 施工箇所 新規防水工法の種別 

☐複層（改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ×2 層） 
 ☐密着 

☐絶縁 

☐複層（改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ×1 層） 
 ☐密着 

☐絶縁 

既存露出防水層表面の仕上げ塗装の除去（Ｍ４Ｃ工法、Ｍ４ＤＩ工法）行う ☐行わない 

  改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ        厚さ（mm） 3.0 以上  ☐  

  粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ  厚さ（mm） 1.5 以上  ☐  

断熱材（屋根保護又は露出防水断熱工法） 

  種類 （           ） 

  厚さ(mm)  ☐25mm   ☐  

立上り部の保護 

☐乾式保護材 

☐窯業系パネル：無石綿の繊維質原料等を主原料として、板状に押出成形しｵｰﾄｸﾚ

ｰﾌﾟ養生したもの。 

   ☐金属複合板：金属板と樹脂を積層一体化したもの。 

  ☐れんが押え：JIS R 1250（普通れんが及び化粧れんが）による。 

仕上げ塗料塗り 

  種類   ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ製造所の仕様による  ☐    

  使用量  ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ製造所の仕様による  ☐    

脱気装置の種類及び設置数量   

  種類    ☐       アスファルトルーフィング類製造所の指定による   

  設置数量 ☐       アスファルトルーフィング類製造所の指定による 

☐2 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ

ｼｰﾄ防水 

 

種別 施工箇所 新規防水層の種別 シートの厚さ（mm） 脱気装置 改修用ﾄﾞﾚﾝ 

☐Ｍ４ＡＳ  ☐ＡＳ－Ｔ１ 下層用 2.5 以上   

   上層用 3.0 以上    

  ☐ＡＳ－Ｔ２ 4.0 以上     

  ☐ＡＳ－Ｊ２ 3.0 以上     
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☐Ｍ３ＡＳ  ☐ＡＳ－Ｔ３ 下層用 1.5 以上  ☐設ける ☐設ける 

☐Ｐ０ＡＳ   上層用 3.0 以上  ☐設けない ☐設けない 

  ☐ＡＳ－Ｔ４ 4.0 以上     

  ☐ＡＳ－Ｊ１ 下層用 1.5 以上    

   上層用 2.0 以上    

  ☐ＡＳ－Ｊ３ 3.0 以上     

☐Ｍ３ＡＳＩ  ☐ＡＳＩ－Ｔ１ 下層用 1.5 以上   ☐設ける 

☐Ｍ４ＡＳＩ   上層用 3.0 以上  ☐設ける ☐設けない 

☐Ｐ０ＡＳＩ  ☐ＡＳＩ－Ｊ１ 下層用 1.5 以上  ☐設けない 防湿層 

   上層用 2.0 以上   ☐設ける 

      ☐設けない 

仕上塗料の種類、使用量 

☐            改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ製造所の仕様による 

既存露出防水層表面の仕上げ塗装の除去（Ｍ４ＡＳ工法及びＭ４ＡＳＩ工法） 

☐行う  ☐行わない 

断熱工法の断熱材の種類、厚さ 

  種類 （          ） 

  厚さ(mm)  ☐25mm  ☐  

ASI-T1 及び ASI-J1 の場合の防湿用シート （☐設置する  ☐設置しない） 

脱気装置の種類及び設置数量 

  種類      ☐        改質アスファルトシート製造所の指定による   

  設置数量   ☐  個/㎡  改質アスファルトシート製造所の指定による  

☐3 合成高分子

系ルーフィング

シート防水 

種別 施工箇所 
新規防水層の種別 

厚さ（mm） 
脱気装置 改修用ﾄﾞﾚﾝ 

☐Ｐ０Ｓ  ☐Ｓ－Ｆ１（1.2  ☐  ） ☐設ける ☐設ける 

☐Ｓ４Ｓ  ☐Ｓ－Ｆ２（2.0  ☐  ） ☐設けない ☐設けない 

  ☐Ｓ－Ｍ１（1.5  ☐  ）   

  ☐Ｓ－Ｍ２（1.5  ☐  ）   

☐Ｓ３Ｓ  ☐Ｓ－Ｆ１（1.2  ☐  ） ☐設ける  

  ☐Ｓ－Ｆ２（2.0  ☐  ） ☐設けない 

☐Ｍ４Ｓ  ☐Ｓ－Ｍ１（1.5  ☐  ） ☐設ける 

  ☐Ｓ－Ｍ２（1.5  ☐  ） ☐設けない 

☐Ｐ０ＳＩ  ☐ＳＩ－Ｆ１ （1.2  ☐   ） ☐設ける ☐設ける 

☐Ｓ４ＳＩ  ☐ＳＩ－Ｆ２ （1.5  ☐   ） ☐設けない ☐設けない 

☐Ｓ３ＳＩ  ☐ＳＩ－Ｍ１ （1.5  ☐   ）   

☐Ｍ４ＳＩ  ☐ＳＩ－Ｍ２ （1.5  ☐   ）   

SI-M1 及び SI-M2 の場合の防湿用フィルム （☐設置する  ☐設置しない） 

 

屋内防水 

種別 施工箇所 

保護層 

平場のモルタル塗り 立上り部の保護 

塗り厚さ ☐床塗り工法 ☐下地モルタル塗り モルタル塗り厚さ 

☐Ｓ－Ｃ1 ☐ ☐ 標仕 15.3.5(2)(ｲ)

及び(ｳ)に準ずる 

☐ 

標仕 15.2.5 

1(4)(ｱ)に準ずる 

☐ 

7 ㎜以下 

☐ 

屋内防水で平場を保護コンクリート仕上げとする場合の厚さ ☐  

固定金具の材質及び寸法形状 

厚さ 0.4 ㎜以上の防錆処理した鋼板、ステンレス鋼板及びそれらの片面又は両面に

樹脂を積層加工した鋼板 

脱気装置の種類及び設置数量 

  種類    ☐        ルーフィングシート製造所の指定による 

  設置数量  ☐  個/㎡  ルーフィングシート製造所の指定による 

仕上塗料塗り（Ｓ－Ｆ１，ＳＩ－Ｆ１，Ｓ－Ｍ１，ＳＩ－Ｍ１の場合） 

  ☐シルバー  ☐カラー   使用量 ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ製造所の仕様による ☐     

新規防水層の使用分類   非歩行  ☐軽歩行 
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機械式固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け 

建築基準法に基づき定まる風圧力の（☐1  ☐1.15  ☐1.3）倍の風圧力に対応した工法 

断熱材の材料、厚さ 

☐接着工法 改修標仕 3.5.2(3)(ｴ)(b)による 

      ☐   

       (厚さ)  ☐ 25mm   ☐     

☐機械的固定工法  改修標仕 3.5.2(3)(ｴ)(a)による 

           ☐  

           (厚さ)  ☐ 25mm   ☐     

既存下地がＰＣコンクリート部材下地及びＡＬＣパネル下地で種別 S-C1 の場合の処理 

  目地処理（接着工法  ☐       ）  図示 

PC 部材の入隅部の増張り（種別 S-F1、SI-F1 の場合） ☐行う（幅  mm 程度） ☐行わない 

☐4 塗膜防水 防水改修工法の種類 施工箇所 新規防水層の種別 仕上げ塗料塗り 

☐Ｐ０Ｘ  Ｘ－１  ☐Ｘ－２ 

☐Ｘ－１Ｈ ☐Ｘ－２Ｈ 

☐製造所の仕様 

 による 

☐Ｌ４Ｘ  ☐Ｘ－１  Ｘ－２ 

☐Ｘ－１Ｈ ☐Ｘ－２Ｈ 

 

☐Ｐ１Ｙ  
Ｙ－２ 

保護層 

☐Ｐ２Ｙ  ☐有 ☐無 

改修用ドレン（Ｐ０Ｘ工法の場合）      ☐設ける  ☐設けない 

既存塗膜防水層表面仕上げ塗装の除去（Ｌ４Ｘ工法の場合） ☐行う  ☐行わない 

脱気装置の種類及び設置数量  

  種類    ☐        主材料製造所の指定による 

  設置数量  ☐  個/㎡  主材料製造所の指定による 

5 シーリング 改修工法の種類 施行箇所 

☐ｼｰﾘﾝｸﾞ充填工法  

ｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法 躯体、屋根、建具、笠木 

☐拡幅ｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法  

☐ブリッジ工法  

ﾎﾞﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶｰ張り及びｴｯｼﾞﾝｸﾞ材張り（ﾌﾞﾘｯｼﾞ工法の場合）  ☐適用する 

シーリング材の種類及び施工箇所 

  下表以外は、改修標仕 表 3.7.1 を標準とする 
施工箇所 シーリング材の種類（記号） 

躯体、屋根、建具、笠木 MS-2 

  

接着性試験 

  簡易接着性試験 ☐引張接着性試験（対象施工部位       ） 

撤去既存シーリングの処理 

  事前調査等 

   現場においてサンプルを採集し、専門分析機関で分析を行う。 

    採取個所  ☐外壁目地  ☐建具周囲目地  ☐図示 

   採取個所数 ☐部材が異なる毎に１箇所    ☐図示 

   分析によりＰＣＢの含有が確認された場合は施工調査等を行い、適切に処理を行う。 

  施工調査等 

   調査範囲 今回改修工事範囲全て   ☐図示 

   調査内容  シーリング使用部位及び長さの確認 

           施工範囲と工事管理区分の確認 

           仮設計画 

           廃棄物等の搬出方法 

☐6 とい といその他の材種 

  ☐配管用鋼管 硬質着色塩化ビニル管 （☐VP  ☐RF-VP  ） 

ルーフドレンのその他の材種 

種別 材種  

☐ろく屋根用（☐縦型  ☐横型）    
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☐バルコニー用  
 

 

 

☐バルコニー中継用 
 

 

 

とい受金物及び足金物 改修標仕 表 3.8.2 による  ☐  

☐7 アルミニウム

製笠木 

アルミニウム製笠木の種類 

種類 板厚（mm） 表面処理及び色合い 固定間隔 下地補修 

ｵｰﾌﾟﾝ形式 

☐押出 250 形 

 

1.6 以上 

☐Ａ-1 種  ☐Ａ-2 種 

☐Ｂ-1 種  ☐Ｂ-2 種 

☐Ｃ-1 種  ☐Ｃ-2 種 

☐Ｄ種 

 

 

☐ブラウン系 ☐ブラック 

☐ステンカラー 

建築基準法に

基づく指定す

る条件により定

める 

行う（図示） 

☐行わない 

ｵｰﾌﾟﾝ形式 

☐押出 300 形 

1.8 以上 

ｵｰﾌﾟﾝ形式 

☐押出 350 形 

2.0 以上 

ｵｰﾌﾟﾝ形式 

☐板材折曲げ形 

 2.0 以上 

☐    以上 

ｼｰﾙ形式 

☐板材折曲げ形 

 2.0 以上 

☐    以上 

既存笠木等の撤去 ☐行う（範囲 図示 ☐    ） 

板材折曲げ形ｱﾙﾐﾆｳﾑ笠木の取付工法 

  笠木の固定金具   図示 

6 章 内装改修工事 

1  基本要求品

質 

特記以外の建物内部に使用するユニット及びその他工事の既製品等の品質、又は製品を

構成する材料のホルムアルデヒドの放散量 

  規制対象外  ☐第三種 

2 改修範囲 既存間仕切壁の撤去に伴う当該壁の取合う天井、壁、床の改修範囲 

  壁厚程度とし、既存仕上げに準じた仕上げを行う 

  ☐図示の範囲 

天井内の既存壁の撤去に伴う当該壁の取合う天井の改修範囲 

  壁面より両側 600 ㎜程度とし、既存仕上げに準じた仕上げを行う 

  ☐図示の範囲 

既存天井の撤去に伴う取合部の壁面の改修 

  既存のまま 

  ☐図示の範囲 

3  既存床の撤

去、下地補修 

ビニル床シート等の除去   仕上げ材のみ（接着剤とも） 

              ☐下地モルタルとも（図示の範囲 ☐除去範囲全て） 

合成樹脂塗り床材の除去工法 ☐機械的除去工法 ☐目荒工法 

改修後の床の清掃範囲    改修箇所の室内  

☐4  既存壁の撤

去、下地補修 

間仕切壁撤去に伴う他の構造体の補修 

  図示 

  ☐モルタル塗り 

仕上げ厚又は全塗厚が 25 ㎜を超える場合の処置   ☐適用する（範囲は図示） 

  ｽﾃﾝﾚｽ製ｱﾝｶｰﾋﾟﾝを、縦横 200mm 程度の間隔に打ち込み、ｽﾃﾝﾚｽﾗｽ等を張る。 

  ☐図示 

5  軽量鉄骨天

井下地 

既存の埋込インサート     ☐使用する ☐使用しない 

あと施工アンカーの引抜き試験 ☐行う   ☐行わない 

  荷重  ☐400N 

  箇所数 ☐当該階において３箇所程度  ☐図示 

天井下地材における耐震性を考慮した補強 ☐行う  補強箇所   図示  

                         補強方法   図示  

7 章 塗装改修工事 

1 材料 建物内部に使用するユリア樹脂等を用いたホルムアルデヒドの放散量 

  規制対象外  ☐第三種 
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防火材料  ☐屋内の壁及び天井仕上げ材は、防火材料とする。 

        ☐次の箇所を除き、防火材料とする。（箇所：     ） 

2 下地調整 塗替えＲＢ種の場合の既存塗膜の除去範囲 

  劣化部分は除去、活膜部分は残す  ☐図示   ☐    

下地面の種類 
下地調整の種別 ひび割れ部の補修 

塗替え 新規 (補修方法等は図示） 

木部 ＲＢ種 ☐ ☐ＲＡ種 ☐ＲＢ種  

鉄鋼面 ＲＢ種 ☐ ＲＡ種  

亜鉛めっき面 ＲＢ種 ☐ ＲＡ種  

亜鉛めっき面（鋼製建具） ＲＢ種 ☐ ＲＣ種  

モルタル面、プラスター面 ＲＢ種 ☐ ☐ＲＡ種 ☐ＲＢ種 ☐行う ☐行わない 

コンクリート面（DP 以外）、 

ALC パネル面 

ＲＢ種 ☐ ＲＡ種 ☐行う ☐行わない 

押出成形セメント板 ☐ＲＡ種 ☐ＲＢ種 

☐ＲＣ種 

☐ＲＡ種 ☐ＲＢ種 ☐行う ☐行わない 

コンクリート面（DP） ☐ＲＢ種 ☐ＲＣ種 ＲＡ種 ☐行う ☐行わない 

せっこうボード面及び 

その他ボード面 

ＲＢ種 ☐ ☐ＲＡ種 ☐ＲＢ種  

 

3 素地ごしらえ 下 地 面 等 種 別 

木部 
不透明塗料塗りの場合 Ａ種  ☐Ｂ種 

透明塗りの場合 ☐Ａ種  Ｂ種 

鉄鋼面（DP 以外）  ☐Ａ種  ☐Ｂ種  Ｃ種 

鉄鋼面（DP）  ☐Ａ種  Ｂ種  ☐Ｃ種 

亜鉛めっき鋼面 （鋼製建具等以外） ☐Ａ種  ☐Ｂ種 

 （鋼製建具等） Ｂ種 

モルタル面、せっこうプラスター面  ☐Ａ種  Ｂ種 

コンクリート面(DP 以外)、ALC パネル面 ☐Ａ種  Ｂ種 

押出成形セメント板面及びコンクリート面（DP） ☐Ａ種  ☐Ｂ種 

コンクリート面（DP のみ） ☐Ａ種  Ｂ種 

せっこうボード面及びその他ボード面 ☐Ａ種  Ｂ種 

 
 

4  錆止め塗料

塗り 

錆止め塗料の種類  JIS K 5674  ☐  
塗装面 塗料 工程 

 SOP 塗替え Ａs 種 Ｃ種  ☐ 

 錆止め塗装 新規見え掛り Ａs 種 Ａ種  ☐ 

 のまま 新規見え隠れ Ａs 種 B 種  ☐ 

 EP-G 塗替え ☐Ａs 種 Bs 種 Ｃ種  ☐ 

  新規見え掛り ☐Ａs 種 Bs 種 Ａ種  ☐ 

鉄鋼面  新規見え隠れ ☐Ａs 種 Bs 種 Ｂ種  ☐ 

 DP 塗替え Ｂ種  

改修標仕 7.4.2(1)(ｲ)(b)

による 

☐Ａ種(下地調整 RA 種) 

☐B 種(下地調整 RB 種) 

☐C 種(下地調整 RC 種) 

  新規 改修標仕 7.4.2(1)(ｲ)(a)

による 

☐Ａ種  ☐ 

  

 SOP 塗替え Ａz 種  ☐Ｂz 種 Ｃ種  ☐ 

  新

規 

鋼製建具等 Ａz 種  ☐Ｂz 種 Ａ種  ☐ 

  その他 Ｂz 種 B 種  ☐ 

 EP-G 塗替え Ｃz 種 Ｃ種  ☐ 

  新

規 

鋼製建具等 Ｃz 種 Ａ種  ☐ 

亜鉛めっき鋼面  その他 Ｃ種 B 種  ☐ 

 DP 塗替え ☐Ｂz 種  

  新規 ☐Ｂz 種  
 

5 塗装 
塗装の種類 塗装面 

工程 

塗替え 新規 

合成樹脂調合ﾍﾟｲﾝﾄ 木部屋外 Ｂ種  ☐ Ａ種 
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塗り（SOP） 

塗料の種別 

  １種  ☐２種 

木部屋内 Ｂ種  ☐ Ｂ種 

鉄鋼面 Ｂ種  ☐ Ｂ種  ☐Ａ種 

亜鉛めっき鋼面(鋼製建具) Ａ種  ☐ Ｂ種 

亜鉛めっき鋼面(鋼製建具以外) Ｂ種  ☐ Ｂ種 

☐クリヤラッカー塗り(CL) Ｂ種  ☐Ａ種 Ｂ種  ☐Ａ種 

☐アクリル樹脂非水分散型塗料塗り(NAD) Ｂ種  ☐Ａ種 Ｂ種  ☐Ａ種 

耐候性塗料塗り(DP) 鉄鋼面 上塗り等級（  ）級 ☐ ☐ 

亜鉛めっき鋼面 

      上塗り等級（  ）級 

☐ ☐ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ面及び押出成形ｾﾒﾝﾄ板面 ☐A-1 種 ☐A-2 種 

☐B-1 種 ☐B-2 種 

☐C-1 種 ☐C-2 種 

☐A-1 種  

☐B-1 種  

☐C-1 種  

☐つや有合成樹脂ｴﾏﾙ

ｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗り(EP-G) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ面等 Ｂ種  ☐ Ｂ種  ☐Ａ種 

屋内の木部 Ｂ種  ☐ Ａ種 

屋内の鉄鋼面 Ｂ種  ☐ Ｂ種  ☐Ａ種 

屋内の亜鉛めっき鋼面 Ａ種  ☐ Ａ種  ☐Ｂ種 

合成樹脂エマルションペイント塗り(EP） Ｂ種  ☐ Ｂ種 

☐合成樹脂エマルション模様塗料塗り(EP-T) Ｂ種  ☐ Ｂ種  ☐Ａ種 

☐ウレタン樹脂ワニス塗り(UC) Ｂ種  ☐Ａ種 Ｂ種  ☐Ａ種 

☐ﾋﾟｸﾞﾒﾝﾄｽﾃｲﾝ塗り ☐ ☐ 

☐木部保護塗料塗り(WP) Ｂ種  ☐Ａ種 Ｂ種  ☐Ａ種 

EP-G 塗り（ｺﾝｸﾘｰﾄ面、ﾓﾙﾀﾙ面、せっこうﾌﾟﾗｽﾀｰ面、せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面、その他ﾎﾞｰﾄﾞ面）の

塗替えの場合のしみ止め 

  B 種又は C 種の場合は改修標仕 表 7.9.1 の工程１の下塗りをしみ止めシーラーと

する  ☐    

EP 塗りの塗替えの場合のしみ止め 

  B 種又は C 種の場合は改修標仕 表 7.10.1 の工程１の下塗りをしみ止めシーラー

とする  ☐    

9 章 環境配慮改修工事 

1  石綿含有建

材の除去 

石綿含有建材の事前調査  

 工事着手に先立ち、あらかじめ関係法令に基づき、石綿含有建材の事前調査を行う。 

 貸与資料（                 ）  

☐分析による石綿含有建材の調査 

分析方法  定性分析は JIS A1481-1 又は JIS A1481-2 

        定量分析は JIS A1481-3、 JIS A1481-4 又は JIS A1481-5 による。 

分析結果については、監督員に報告すること。 

材 料 名 採取場所 箇所数 分析方法 

   定性分析  ☐定量分析 

   定性分析  ☐定量分析 

   定性分析  ☐定量分析 

石綿粉じん濃度測定 

行う  測定室（       ） 

適

用 

測定 

名称 
測定時期 測定場所 

測定点 

（各施工箇所ごと） 

☐ 測定 1 

処理作業前 

処理作業室内 ☐各 1 点 ☐各 2 点 ☐各 3 点 

 

☐ 測定 2 ☐調査対象室外部の付近 

☐敷地境界 

☐4 方向各 1 点  

 

☐ 測定 3 

処理作業中 

処理作業室内 ☐各 1 点 ☐各 2 点 ☐各 3 点 

 

☐ 測定 4 ｾｷｭﾘﾃｨｰｿﾞｰﾝ入口 ☐各 1 点 ☐各 2 点 

 

☐ 

測定 5 

集じん・排気装置の排出口 

（処理作業室外の場合） 

☐集じん・排気装置各１点 

（出口吹出し風速 1m/s 以下の位

置） 
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☐ 

測定 6 

処理作業室外 

☐施工区画周辺 

☐敷地境界 

☐4 方向各 1 点  

☐ 測定 7 処理作業後 

（シート養生中） 

処理作業室内 ☐各 1 点 ☐各 2 点 

☐ 測定 8 処理作業後 

シート撤去後 

１週間以降 

処理作業室内 ☐各 1 点 ☐各 2 点 ☐各 3 点 

☐ 
測定 9 

☐調査対象室外部の付近 

☐敷地境界 
☐各 1 点 ☐各 2 点  

測定方法 

☐自動測定器による測定 

測定名称 測定方法 

☐測定 4 

☐測定 5 

☐ 

粉じん相対濃度計（デジタル粉じん計）、パーティクルカウンター、 

繊維状粒子自動測定器（リアルタイムファイバーモニター）等の粉じ 

んを迅速に測定できる機器を用いた測定 

☐JIS K 3850-1 に基づいた測定 

測定名称 
メンブレンフィルタ 

直径(mm) 

試料の吸引 

流量(L/min) 

試料の吸引 

時間(min) 

☐測定 4  ☐ 

☐測定 5 
25 5 30 

☐測定 

☐ 
47 10 120 

☐測定 

☐ 
47 10 240 

☐測定 

☐ 
   

石綿含有建材の処理   

☐石綿含有吹付け材（石綿含有保温材等を切断又は粉砕して除去する場合を含む）の

除去 

除去対象範囲 図示による ☐   

除去工法   改修標仕 9.1.3（2）(ｱ)による 

除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止措置    湿潤化  ☐固形化      

除去した石綿含有吹付け材等の処分 

     ☐埋立処分(管理型最終処分場) 

     ☐中間処理(溶融施設又は無害化処理施設) 

     （いずれも処分場はあらかじめ監督員の承諾を受ける。） 

☐石綿含有保温材等（石綿含有けい酸カルシウム板第二種含む）の除去     

除去対象範囲 図示による  ☐ 

除去工法     手ばらし  ☐ 

除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止措置    湿潤化  ☐固形化     

除去した石綿含有保温材等の処分 

     ☐埋立処分(管理型最終処分場) 

     ☐中間処理(溶融施設又は無害化処理施設) 

     （いずれも処分場はあらかじめ監督員の承諾を受ける。） 

☐石綿含有けい酸カルシウム板第一種の切断、粉砕等による除去     

除去対象範囲 図示による  ☐ 

隔離養生（負圧不要）方法 ☐図示による  ☐ 

足場  ☐図示による  ☐     

除去した石綿含有けい酸カルシウム材第一種の処分 

     ☐埋立処分(安定型最終処分場) 

     ☐中間処理(溶融施設又は無害化処理施設) 

     （いずれも処分場はあらかじめ監督員の承諾をうける。） 

☐石綿含有成形板等の除去（石綿含有けい酸カルシウム板一種の切断、粉砕等による

除去を除く）   

  作業場所の周辺の養生（養生シート等） 

   ☐行う  ☐行わない   
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除去対象範囲    図示による  ☐  

除去した石綿含有成形板の処分   

☐石綿含有せっこうボード      

埋立処分(管理型最終処分場)  

☐石綿含有せっこうボードを除く石綿含有成形板等       

        ☐埋立処分(安定型最終処分場) 

        ☐中間処理(溶融施設又は無害化処理施設) 

       （いずれも処分場はあらかじめ監督員の承諾を受ける。） 

☐石綿含有仕上塗材（下地調整材含む）の除去 

除去対象範囲 図示  ☐ 

除去工法 

   ☐集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 

   ☐集じん装置併用手工具ケレン工法 

   ☐集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa 以下、30～50MPa 程度） 

   ☐集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa 以上） 

   ☐剥離剤併用超音波ケレン工法 

   ☐剥離剤併用手工具ケレン工法 

   ☐剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa 程度） 

   ☐剥離剤併用超高圧水洗工法（100MPa 以上） 

   ☐超音波ケレン工法（HEPA フィルター付き掃除機併用） 

（1）施工区画を明確に定め、水滴飛沫などによる汚れを防止するためにプラスチッ

クシート等による養生を行うこと。 

（2）作業区画や立入禁止範囲を明確に定め、石綿くずや石綿を含有する飛沫の飛

散等を防止するために、作業区画の床面及び壁面に（必要に応じて天井にも）プ

ラスチックシート等による養生を行うこと。 

（3）剥離剤を使用する工法では、ジクロロメタン等の有害性の高い化学物質を使用

しない。   剥離剤使用量 ０．６～１．０kddg/㎡ 

（4）水を使って除去する工事の場合には、未処理の廃水は流出・地下浸透しないよ

うすべて回収すること。回収した廃水は、凝集沈殿後に上澄み水をろ過処理する

等により、適切に処理した上で放流すること。 

   養生方法 ☐図示 

除去した石綿含有仕上塗材の処分方法 

☐埋立処分（安定型最終処分場） 

☐埋立処分（管理型最終処分場） 

☐中間処理（溶融施設又は無害化処理施設） 

（いずれも処分場はあらかじめ監督員の承諾を受ける。） 

石綿含有建材除去後の仕上げ工事  ☐図示  ☐    

☐2 ﾘﾌﾗｸﾄﾘｰｾﾗﾐ

ｯｸﾌｧｲﾊﾞｰの処

理 

施工調査 

ﾘﾌﾗｸﾄﾘｰｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊﾞｰ含有建材の事前調査 

工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等によりﾘﾌﾗｸﾄﾘｰｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊﾞｰを

含有している建築材料等の使用の有無について調査する。 

調査範囲 図示 

貸与資料 （       ） 

除去処理対象物   ☐ 

除去対象範囲   図示 

除去方法      図示 

処分   埋立処分（安定型最終処分場） 

☐3 ガラス改修工

事 

複層ガラス 

  材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに複層ガラスの厚さ 

   ☐建具表による 

  断熱性による区分 

   ☐T1  ☐T2  ☐T3  ☐T4  ☐T5  ☐T6 

  日射取得性、日射遮へい性による区分  ☐G   ☐S 
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  乾燥気体の種類    ☐空気  ☐ 

☐4 断熱・防露改

修工事 

断熱材は、原則として「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」における特

定調達品目を使用する。 

ロックウール、グラスウール、フェノールフォーム、ユリア樹脂又はメラミン樹脂を使用した断

熱材のホルムアルデヒドの放散量 

  規制対象外  ☐第三種 
種  類 発泡材の

種類 

種 類 厚さ(mm) 施工箇所 

☐ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 ☐ ☐ ☐ ☐ 

☐押出法ポリスチレンフォーム断

熱材(ｽｷﾝなし) 

☐ ☐保温板(2 種 b) ☐25 ☐ 

☐保温板(3 種 b) ☐25 ☐ 

☐硬質ウレタンフォーム断熱材  A 種  ☐ ☐ 

☐ポリエチレンフォーム断熱材 ☐ ☐ ☐ ☐ 

☐フェノールフォーム断熱材 

（3 種 2 号除く） 

☐ ☐ ☐ ☐ 

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

 
工 法 ☐断熱材現場発泡工法 

断熱材の種類 A 種１又は A 種 1H  ・B 種 

厚さ(mm) ☐２５  ☐３０  ☐ 

施行箇所 窓回り等の断熱材補修部分、ルーフドレイン周りの床板下等、 

  部分的に後張りとしなければならない箇所 

☐図示 

☐ 

 

☐断熱材後張り工法 

断熱材の種類（     ） 

断熱材の厚さ（     ） 

5  屋上緑化改

修工事 

植栽基盤及び材料 

☐屋上緑化軽量システム  ☐適用する  ☐適用しない 

芝及び地被類の樹脂並びに種類等  図示 

見切材、舗装材、排水孔、マルチング材等  図示 

支柱  ☐設置する（種類 ☐図示 ☐  ） 

かん水装置  ☐設置する（工事区分は図示による） 

既存保護層の撤去 ☐行う 

新植した芝及び地被類の枯補償の期間 

引渡しの日から１年 

  



- 19 - 

Ⅲ 工事監理者承諾・確認事項 
 

１ 工事監理項目 

(1) 承諾（施工図等） 

受注者は作成した施工図、自主検査の報告書等を工事監理者に提出し、承諾を受けること。

施工図、模型、材料および仕上げ見本、建築設備の機器・材料などを含む。 

(2) 承諾（施工計画書） 

受注者は作成した工事の総合的な品質や安全に係る計画をまとめた施工計画書（総合施工

計画書を含む）を工事監理者に提出し、承諾を受けること。 

(3) 立会確認 

受注者は自主検査の報告書を工事監理者に提出し、現地立会い、抽出検査等により自主検

査結果の信頼性及び設計図書等との整合性について、承諾をうけること。 

(4) 書類確認 

受注者は自主検査の報告書を工事監理者に提出し、設計図書等との整合性について、承諾

を受けること。 

 ２ 適用・留意点 

(1)  適用 

工事監理項目の適用は次表のとおりとし、印のついたものを適用する。印のつかない場合

は、印のついたものを適用する。複数の欄に又は印のついたものは、備考欄により監

理者と協議する。 

(2) 留意点 

この工事監理項目については、標準的に想定されるものであり、選定された材料、工法等によ

っては立会確認等が追加、削除される場合もあるため、必ず施工計画書において立会確認等

の項目を記載し、工事監理者の承諾を受けること。 

 

表（建築改修工事） 

  
工事項目 工事監理内容 承諾 

立会 

確認 

書類 

確認 

標準 

仕様書 
備考 

 1 各章共通事項 材料の検査等 ☐    1.4.4 指定・指示等による 

材料の検査に伴う試験 ☐    1.4.5 指定・指示等による 

指定・指示等のあった施工 ☐    1.7.8 指定・指示等による 

総合施工計画書  ☐  ☐    

  ☐  ☐  ☐      

 2 仮設工事 施工計画書  ☐  ☐      

養生・仮設間仕切り ☐  ☐      

 ☐  ☐ ☐    

  ☐  ☐ ☐      

 3 防水改修工事 施工図  ☐ ☐      

施工計画書  ☐ ☐      

既存防水層等の撤去 ☐      指定・指示等による 

下地処理 ☐      指定・指示等による 

施工 ☐    3.1.3 抽出立会・書類併用 

  ☐  ☐  ☐      

☐ 4 外壁改修工事 施工図  ☐  ☐      

施工計画書  ☐  ☐      

施工数量調査 ☐      抽出立会・書類併用 

欠損・浮き部等改修 ☐      抽出立会・書類併用 

材料見本  ☐  ☐      

仕上げ施工 ☐      指定・指示等による 

タイル張替え ☐  ☐   4.4.8 補修後検査の立会 

  ☐  ☐  ☐      
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工事項目 工事監理内容 承諾 

立会 

確認 

書類 

確認 

標準 

仕様書 
備考 

☐ 5 建具改修工事 施工図  ☐ ☐     

施工計画書  ☐ ☐     

材料見本  ☐ ☐     

既存撤去・補修 ☐  ☐       

建付開閉調整 ☐  ☐       

製品 ☐  ☐     (於：工場) 

施工 ☐  ☐       

  ☐  ☐  ☐      

 6 内装改修工事 施工図  ☐  ☐      

施工計画書  ☐  ☐      

既存撤去・下地補修 ☐      指定・指示等による 

材料見本  ☐ ☐     

施工 ☐      抽出立会・書類併用 

タイル張り ☐  ☐   6.16.2 補修後検査の立会 

  ☐  ☐  ☐      

 7 塗装改修工事 施工計画書    ☐      

既存撤去・下地調整 ☐      指定・指示等による 

材料見本  ☐  ☐      

試し塗り ☐  ☐       

施工 ☐  ☐       

  ☐  ☐  ☐      

☐ 8 耐震改修工事 施工図  ☐  ☐      

施工計画書  ☐  ☐      

材料 ☐  ☐       

施工 ☐      指定・指示等による 

配筋工事 ☐    8.3.1 抽出立会・書類併用 

機械式定着工法等 ☐    8.3.4 抽出立会・書類併用 

コンクリート工事 ☐    8.8.6 補修後検査の立会 

鉄骨製作工場選定  ☐  ☐      

製品 ☐      抽出立会・書類併用 

あと施工アンカー ☐      指定・指示等による 

高力ボルト本締 ☐    8.14.8 抽出立会・書類併用 

現場組立 ☐    8.19.3 抽出立会・書類併用 

根切り工事 ☐   ☐  8.28.3   

杭試験 ☐   ☐  8.28.4   

  ☐  ☐  ☐      

 9 環境配慮工事 施工図  ☐  ☐      

施工計画書  ☐  ☐      

施工 ☐  ☐       

石綿含有建材の除去 ☐      指定・指示等による 

  ☐  ☐  ☐      

 

設計者 氏名：石川 利治                               

資格：  一級建築士     登録第 282904 号              

 


